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表紙

証券コード　7817
2023年６月９日

（電子提供措置の開始日　2023年６月７日）
株 主 各 位

東京都江東区東砂２丁目14番５号

代表取締役社長 木 村 友 彦

１．日 時 2023年６月29日（木曜日）午前10時
（受付開始：午前９時）

２．場 所 東京都江東区東砂２丁目14番５号
当社本店２号館４階
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．会議の目的事項
報 告 事 項 １. 第41期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）事

業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査等委員会
の連結計算書類監査結果報告の件

２. 第41期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）計
算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件
第２号議案 監査等委員である取締役１名選任の件

第41回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
さて、当社第41回定時株主総会を下記により開催いたしますの

で、ご通知申しあげます。
なお、当日のご出席に代えて、インターネット又は書面（郵送）に
より議決権を行使することができますので、お手数ながら後記の株主
総会参考書類をご検討いただき、議決権行使等についてのご案内（５
～６頁）をご高覧のうえ、2023年６月28日（水曜日）午後５時まで
に議決権をご行使くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記
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４．その他本招集ご通知に関する事項
（１）議決権行使書用紙により議決権を行使される際に、各議案に対し賛否

の表示をされない場合は、賛成の意思表示をされたものとして取扱わ
せていただきます。

（２）インターネットにより議決権を行使された株主様につきましては、議
決権行使書用紙をご返送いただいた場合でも、インターネットによる
議決権行使を株主様の意思表示として取扱わせていただきます。

（３）インターネットにより複数回、議決権を行使された場合は、最後に行
使されたものを株主様の意思表示として取扱わせていただきます。

（４）会社法改正により、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供
措置事項）について次頁の各ウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認
いただくことを原則とし、基準日までに書面交付請求をいただいた株
主様に限り、書面でお送りすることとなりましたが、本株主総会にお
いては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事項
を記載した書面をお送りいたします。
なお、電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令及び
当社定款第14条の規定に基づき、「5．電子提供措置に関する事項」
に記載の各ウェブサイトに掲載しておりますので、お送りする書面に
は掲載しておりません。
① 事業報告の「業務の適正を確保するための体制」「業務の適正を

確保するための体制の運用状況の概要」
② 連結計算書類の「連結注記表」
③ 計算書類の「貸借対照表」「損益計算書」「株主資本等変動計算

書」「個別注記表」
④ 計算書類に係る会計監査報告
当該書面に記載している事業報告、連結計算書類及び計算書類は、会
計監査人及び監査等委員会が監査報告を作成するに際して監査をした
対象書類の一部であります。
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５．

【当社ウェブサイト】
https://www.paramountbed-hd.co.jp/ir/event/meeting

【上場会社情報サービス（東京証券取引所）】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?S
how=Show
（上記東京証券取引所ウェブサイトにアクセスいただく場合、「銘柄名（会
社名）」に「パラベッド」又は「コード」に当社証券コード（7817）を入
力・検索し、「基本情報」「縦覧書類／PR情報」を順に選択して、「縦覧
書類」にある「株主総会招集通知／株主総会資料」欄よりご確認くださ
い。）

【株主総会ポータル（東京証券代行）】
https://www.soukai-portal.net
（同封の議決権行使書用紙にあるQRコードを読み取るか、ID・初期パスワ
ードを入力ください。）

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

電子提供措置に関する事項
　本株主総会の招集に際しては、電子提供措置事項について電子提供措置を
とっており、インターネット上の以下の各ウェブサイトに掲載しております
ので、いずれかのウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますよう
お願い申しあげます。

　

以　上

※各ウェブサイトは定期メンテナンス等により一時的にアクセスできない状態と
なることがございます。
閲覧できない場合は他のウェブサイトからご確認いただくか、時間をおいて
アクセスしてください。

※電子提供措置事項に修正が生じた場合は、修正した旨、修正前の事項及び修正
後の事項を各ウェブサイトに掲載させていただきます。
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新型コロナウイルスに関するお願い

・株主総会へのご出席を検討されている株主様におかれましては、開催日当日
における感染状況、ご自身の健康状態にご留意いただき、体調不良の場合に
はくれぐれもご無理なさいませんようお願い申しあげます。

・今後の状況により、株主総会の運営に大きな変更が生じる場合は、インター
ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト （https://www.paramountbed-
hd.co.jp/ir/event/meeting)においてお知らせいたします。
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議決権行使等についてのご案内

書面（郵送）で議決権を行使される場合
議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、切手を貼らずにご
投函ください。

行使期限
　 2023年 6 月28日（水曜日）午後５時到着分まで

　

インターネットで議決権を行使される場合
インターネット（パソコン、スマートフォン）による議決権行使は、当社
の指定する以下の議決権行使ウェブサイトをご利用いただくことによって
のみ可能です。

議決権行使ウェブサイトアドレス　https://www.tosyodai54.net
　
行使期限
　 2023年 6 月28日（水曜日）午後５時まで

　

株主総会にご出席される場合
議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。

日 時
　 2023年 6 月29日（木曜日）午前10時

（受付開始：午前９時)
場 所

　 東京都江東区東砂２丁目14番５号
当社本店２号館４階
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

議決権電子行使プラットフォームのご利用について（機関投資家の皆様へ）
　機関投資家の皆様に関しましては、本総会につき、株式会社ICJの運営する「議決権電子
行使プラットフォーム」を議決権行使の方法としてご利用いただくことができます。

議決権行使等についてのご案内

議決権行使につきましては、以下の方法にてお願いいたします。
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議決権行使等についてのご案内

インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コード及びパスワードを入力するこ
となく議決権行使ウェブサイトにログインする
ことができます。

議決権行使
ウェブサイトhttps://www.tosyodai54.net

　

２ 株主総会ポータルトップ画面から「議決権行使へ」ボタ
ンをタップします。

３ スマート行使®トップ画面が表示されます。以降は画面
の案内に従って賛否をご入力ください。

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り
可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※‌�QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。

１ 議決権行使書用紙に記載のQRコードを読み取ります。

※QRコードは（株）デンソーウェーブの
登録商標です。

１ 議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。

「次へすすむ」を
クリック

２ 議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

３ 議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

「パスワード」
を入力
実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

４ 以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

東京証券代行株式会社
電話：0120－88－0768(フリーダイヤル)

受付時間　午前９時～午後９時
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オンデマンド配信のご案内

期　間 2023年７月18日（火） ～ 2023年12月31日（日）

【当社ウェブサイト】
https://www.paramountbed-hd.co.jp/ir/event/meeting

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

オンデマンド配信のご案内

本株主総会の一部の模様について、その映像と音声をオンデマンドにて配信いたします。
なお、万一オンデマンド配信について不測の事態が発生した場合は、当社ウェブサイトに
てお知らせいたします。

視聴をご希望の株主の皆様は、以下のURLにアクセスください。
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事業の状況

（2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで）
事　 業　 報　 告

１. 企業集団の現況
⑴ 当連結会計年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果
　当連結会計年度におけるわが国経済は、経済活動正常化に向けた動きが
進み景気に緩やかな持ち直しの動きがみられたものの、原材料価格の高騰
や不安定な為替動向、ウクライナ情勢の長期化等、先行きにつきましては
不透明な状況が続きました。
　ウィズコロナの新たな段階への移行が進む一方で、当社グループの主要
顧客である医療・介護関連機関においては、引き続き大きな影響を受けて
おります。当社グループといたしましては、さまざまな製品及びサービス
業務の提供を継続していくことで医療・介護体制の維持に貢献したいと考
えております。
　当連結会計年度の業績につきましては、売上高では医療・介護・健康の
各事業がそれぞれ前連結会計年度を上回り堅調に推移いたしました。医療
事業におきましては医療機関スタッフの働き方改革への取組推進等に伴う
需要の増加にフレキシブルに対応し、製品販売やメンテナンスサービス、
リカーリングビジネス等が売上を伸ばしました。介護事業におきまして
は、在宅介護向けでは主力ベッドの販売が引き続き好調なことに加えて
2022年３月に発売した新製品が通年寄与したほか、福祉用具レンタル卸
も堅調に推移いたしました。介護施設向けでは各種補助金等の効果もあり
見守り用途の介護ロボット新規導入需要やベッド等の更新需要が拡大しま
した。健康事業におきましては、物価上昇に伴う耐久消費財への消費マイ
ンドに停滞感が見られましたが、プロモーション活動等、認知度の向上に
努めたこと等により新製品の販売を中心に伸長いたしました。
　トピックスといたしましては、介護事業において福祉用具レンタル卸事
業を展開するパラマウントケアサービス株式会社が、レンタル用品のメン
テナンス等を行う大規模基幹拠点を2022年５月に大阪府高槻市、同年11
月に神奈川県厚木市にてそれぞれ開設いたしました。同社の大規模基幹拠
点は千葉大平メンテナンスセンター（千葉県山武市）とあわせて、３拠点
体制となります。近隣のセンターが担当しているレンタル用品のメンテナ
ンス・消毒・保管業務を集約して効率化・省力化を進めるほか配送体制を
見直し、拡大する需要に迅速に対応できる体制構築を推進します。また、
同社は2022年５月、全国23のメンテナンス拠点すべてにおいて、貸出福
祉用具のメンテナンス工程の管理に関する標準規格「JIS Y2001」の要求
事項に適合していることを認定されました。この認定は「あんぜん整備認
定制度」とも呼ばれ、「貸出福祉用具メンテナンス事業者」の安全に対す
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品目別売上高 　　　（単位：百万円）

品 目 前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度 比
増 減 率 （ ％ ）

ベ ッ ド 28,785 33,427 16.1
マ ッ ト レ ス 5,601 6,328 13.0
病 室 ・ 居 室 用 家 具 6,546 6,983 6.7
医 療 用 器 具 備 品 7,540 8,453 12.1
レ ン タ ル 25,124 26,935 7.2
部 品 等 4,340 4,953 14.1
そ の 他 12,413 11,926 △3.9

合 計 90,352 99,009 9.6

る工程管理を「JIS Y2001」に従って第三者機関が評価、認定するもの
で、パラマウントケアサービスは全国初の認定となりました。
　製品開発におきましては2022年11月、ひとつのペダル操作ですべての
キャスターをロック・解除できる介護向け「移動ロック付きベッドサイド
テーブル」を発売いたしました。脚部の形状を見直すことで利用者の使い
勝手も向上しました。
　事業の多角化の一環といたしましては2022年10月、パラマウントベッ
ド株式会社がSBIインベストメント株式会社と共同で、医療・介護・健康
の各領域に強みを持つ国内外の有望なスタートアップ企業を投資対象とす
るCVC （ コ ー ポ レ ー ト ベ ン チ ャ ー キ ャ ピ タ ル ） フ ァ ン ド
「PARAMOUNT BED-SBI Healthcare Fund１号投資事業有限責任組
合」を設立いたしました。当該ファンドを通じて、自社と外部ベンチャー
企業の技術やノウハウ、人脈などを組み合わせ、新たなシナジーを発揮す
ることで、「パラマウントビジョン2030」の実現に向けて新規事業の機
会創出を図ります。
　当社グループは創業以来、社業を通じての社会貢献を目指して活動して
おります。ESG経営推進のためのマテリアリティ（重要課題）として「環
境に配慮した事業活動」「すべての人が健康でいきいきと暮らせる環境づ
くり」等を掲げております。当連結会計年度の新たな取り組みといたしま
して、「次世代を担う世代への育成支援」を目的に、睡眠の大切さを学ぶ
教育プログラムを2022年6月に開発し、希望する教員に対する無償提供を
行いました。また同年10月には、当社グループ初の統合報告書「パラマ
ウントベッドホールディングス統合報告書2022」を公開いたしました。
　次に当連結会計年度における主要な品目別売上高は、以下のとおりであ
ります。

　以上の結果、当連結会計年度の売上高は前連結会計年度比86億56百万
円増の990億９百万円（9.6%増）、営業利益は同11億12百万円増（9.0％
増）の134億52百万円、経常利益は同５億95百万円増（4.4％増）の141
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事業の状況

億39百万円、親会社株主に帰属する当期純利益は１億22百万円増（1.3％
増）の92億15百万円となりました。

② 設備投資の状況
当連結会計年度の設備投資は、将来の業容拡大への対処として、総額

36億53百万円を投資いたしました。主なものは、新基幹システム構築関
連16億77百万円、パラマウントケアサービス株式会社でのメンテナンス
センター２拠点開設５億32百万円等であります。

なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありませ
ん。

③ 資金調達の状況
該当事項はありません。
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直前３事業年度の財産及び損益の状況

① 企業集団の財産及び損益の状況 （単位：百万円）

区 分 第 38 期
（2020年３月期）

第 39 期
（2021年３月期）

第 40 期
（2022年３月期）

第 41 期
（2023年３月期）

売 上 高 82,379 87,171 90,352 99,009
経 常 利 益 10,145 13,461 13,543 14,139
親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益 7,043 8,611 9,092 9,215

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益 118.21円 148.15円 156.39円 158.37円

総 資 産 144,257 154,358 164,281 172,293
純 資 産 107,066 113,822 121,675 128,697
１ 株 当 た り
純 資 産 額 1,841.97円 1,958.23円 2,092.47円 2,207.86円

自 己 資 本 比 率 74.22％ 73.74％ 74.06％ 74.70％

② 当社の財産及び損益の状況 （単位：百万円）

区 分 第 38 期
（2020年３月期）

第 39 期
（2021年３月期）

第 40 期
（2022年３月期）

第 41 期
（2023年３月期）

営 業 収 益 5,229 4,903 5,873 5,820
経 常 利 益 3,932 4,878 5,459 4,391
当 期 純 利 益 3,859 4,689 5,048 4,191
１ 株 当 た り
当 期 純 利 益 64.77円 80.68円 86.82円 72.03円

総 資 産 88,859 91,565 94,413 95,758
純 資 産 88,397 90,787 93,263 94,399
１ 株 当 た り
純 資 産 額 1,520.79円 1,561.92円 1,603.88円 1,619.48円

自 己 資 本 比 率 99.48％ 99.15％ 98.78％ 98.58％

⑵ 財産及び損益の状況

(注) １. １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数に基づき算出しております。
２. 当社は2021年４月１日を効力発生日として、普通株式１株につき２株の割合で株

式分割を行っておりますが、第38期の期首に株式分割が行われたと仮定して、１
株当たり当期純利益及び１株当たり純資産額を算定しております。

３.「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下
「収益認識会計基準」という。）等を第40期の期首から適用しており、第40期以
降の各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。

(注) １. １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数に基づき算出しております。
２. 当社は2021年４月１日を効力発生日として、普通株式１株につき２株の割合で株

式分割を行っておりますが、第38期の期首に株式分割が行われたと仮定して、１
株当たり当期純利益及び１株当たり純資産額を算定しております。

３.「収益認識会計基準」等を第40期の期首から適用しており、第40期以降の各数値
については、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。
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重要な子会社の状況、対処すべき課題、主要な事業内容

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主 要 な 事 業 内 容

パラマウントベッド
株 式 会 社 6,591百万円 100.00％ 医療福祉用ベッド等の製造販売

パラテクノ株式会社 80百万円 100.00％ 医療福祉用ベッド等のメンテナ
ンスサービス

パラマウントケアサービス
株 式 会 社 491百万円 100.00％ 福祉用具レンタル卸

サ ダ シ ゲ 特 殊 合 板
株 式 会 社 30百万円 100.00％ 住宅設備・家具資材等の製造販

売
パ ラ マ ウ ン ト
ベ ッ ド  ア ジ ア
パ シ フ ィ ッ ク

14,314千
ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙﾄﾞﾙ 100.00％ アジア地域間の統括、医療福祉用ベッド等

の販売

Ｐ Ｔ . パ ラ マ ウ ン ト
ベッド インドネシア 9,036百万ルピア 99.98％ 医療福祉用ベッド等の製造販売

八楽夢床業（中国)
有 限 公 司 ８,000千米ドル 100.00％ 医療福祉用ベッド等の製造販売

パラマウントベッド
ベ ト ナ ム 700千米ドル 100.00％ 医療福祉用ベッド等の製造販売

会 社 名 住 所 株式の帳簿価額 当社総資産額

パラマウントベッド
株 式 会 社

東京都江東区東砂
２丁目14番５号 34,859百万円 95,758百万円

⑶ 重要な子会社の状況
① 重要な子会社の状況

（注） 当社の出資比率には、間接所有分を含めて記載しております。

② 当事業年度末日における特定完全子会社の状況

⑷ 対処すべき課題
　今後の見通しにつきましては、新型コロナウイルスの感染症分類が５類へ
移行されたことに伴い、経済活動のさらなる正常化が見込まれるものの、原
材料価格やエネルギー価格の高騰、半導体をはじめとする部品供給不足、ウ
クライナ情勢の長期化等、依然として不透明な状況が続いております。
　当社グループは2020年４月１日付で、2030年に向けた目指すべき姿「パ
ラマウントビジョン2030」を策定いたしました。「医療・介護から健康ま
で、すべての人に笑顔を」を掲げ、医療・介護の分野で長年培ってきた技術
や知見をもとに、健康の分野でも皆様に貢献することを目指しております。
同ビジョンに基づく中期経営計画では、第Ⅰフェーズ（2020年度から2023
年度）の重点施策である「現行ビジネスの拡大」「健康事業の本格化」「変
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重要な子会社の状況、対処すべき課題、主要な事業内容

革への基盤構築」及び第Ⅱフェーズ（2024年度から2026年度）の基本方針
である「リカーリングビジネスの拡大」「健康事業の進化」「アジア注力エ
リアでの飛躍」に注力し、2026年度の業績目標として売上高1,200億円、営
業利益170億円を目指しております。
　現在、重点施策の一つである「変革への基盤構築」として、業務の効率化
や経営判断のさらなる迅速化を目的に、基幹業務システムの刷新に取り組ん
でおります。第Ⅰフェーズ最終年度となる次期におきましては、新システム
の稼働を年度後半に予定していることから、年度前半においてシステム関連
費用等を通常に比べて大幅に増額して予算計上しております。これに伴い、
次期の業績予想につきましては、第２四半期累計期間において減益を想定し
ております。一方で通期決算におきましては、売上の増加に伴う売上総利益
の増加が費用増を上回ることから、売上高1,050億円（当期比6.1%増）、営
業利益140億円（同4.1%増）、経常利益145億円（同2.6%増）、親会社株
主に帰属する当期純利益98億円（同6.3%増）と、増収増益を見込んでおり
ます。

⑸ 主要な事業内容（2023年３月31日現在）
当社、子会社19社（パラマウントベッド株式会社、パラテクノ株式会

社、パラマウントケアサービス株式会社、サダシゲ特殊合板株式会社、KP
サービス株式会社、PARAMOUNT BED-SBI Healthcare Fund １号投資
事業有限責任組合、パラマウントベッド アジア パシフィック、PT.パラマ
ウントベッド インドネシア、八楽夢床業（中国）有限公司、パラマウント
ベッド ベトナム、パラマウントベッド インディア、パラマウントベッド タ
イランド、パラマウントベッド メキシコ、パラマウントベッド USAコーポ
レーション他5社）及び関連会社１社（NTT PARAVITA株式会社）で構成
され、医療福祉用ベッド等の製造及び販売を主たる業務としております。
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主要な営業所及び工場、使用人の状況

当 社 本社：東京都江東区

パ ラ マ ウ ン ト ベ ッ ド
株 式 会 社

本社：東京都江東区
支店：札幌、仙台、さいたま、横浜、名古屋、大阪、広島、福岡
工場：千葉、松尾（いずれも千葉県山武市）

パ ラ テ ク ノ 株 式 会 社 本社：東京都文京区

パラマウントケアサービス
株 式 会 社 本社：東京都墨田区

サ ダ シ ゲ 特 殊 合 板
株 式 会 社 本社：広島県府中市

パ ラ マ ウ ン ト
ベ ッ ド  ア ジ ア
パ シ フ ィ ッ ク

本社：シンガポール共和国ラッフルズプレイス

Ｐ Ｔ . パ ラ マ ウ ン ト
ベ ッ ド  イ ン ド ネ シ ア 本社：インドネシア共和国ブカシ県

八 楽 夢 床 業 （ 中 国 ）
有 限 公 司 本社：中華人民共和国江蘇省無錫市

パ ラ マ ウ ン ト ベ ッ ド
ベ ト ナ ム 本社：ベトナム社会主義共和国ドンナイ省

⑹ 主要な営業所及び工場（2023年３月31日現在）

使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減
3,946名 264名増

使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数
13名 1名増 49.5歳 25.7年

⑺ 使用人の状況（2023年３月31日現在）
① 企業集団の使用人の状況

（注） 使用人数は就業員数であります。

② 当社の使用人の状況

(注) １. 使用人数は就業員数であります。
２. 平均勤続年数は、当社の連結子会社における勤続年数を通算しております。
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株式の状況、新株予約権等の状況、会社役員の状況

① 発行可能株式総数 252,000,000株
② 発行済株式の総数 61,754,974株
③ 株主数 10,577名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト
信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ） 9,989千株 17.1％

株 式 会 社 シ ー ト ッ ク 5,642 9.7

有 限 会 社 レ ッ ジ ウ ッ ド 4,146 7.1

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 2,030 3.5

木 村 通 秀 1,822 3.1

木 村 恭 介 1,812 3.1

木 村 憲 司 1,781 3.1

木 村 友 彦 1,762 3.0
ＴＨＥ ＢＡＮＫ ＯＦ ＮＥＷ ＹＯＲＫ ＭＥ
ＬＬＯＮ （ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ） 
Ｌ Ｉ Ｍ Ｉ Ｔ Ｅ Ｄ  １ ３ １ ８ ０ ０

1,644 2.8

株 式 会 社 シ オ ン 1,375 2.4

株 式 数 交 付 対 象 者 数
取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。) 21,435株 ５名

２. 会社の現況
⑴ 株式の状況（2023年３月31日現在）

④ 大株主（上位10名）

（注）１. 当社は、自己株式を3,464,828株保有しておりますが、上記大株主からは除外してお
ります。

２. 持株比率は自己株式を控除して計算しております。

⑤ 当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況

（注）１. 当社の株式報酬の内容につきましては、事業報告「２．（3）⑤取締役の報酬等」に
記載しております。

２. 上記以外に当社の執行役員、当社子会社の取締役及び当社子会社の執行役員に対して
17,272株を交付しております。

⑵ 新株予約権等の状況
① 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価とし

て交付された新株予約権等の状況
該当事項はありません。
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株式の状況、新株予約権等の状況、会社役員の状況

② 当事業年度中に職務執行の対価として当社使用人等に交付した新株予約
権等の状況
該当事項はありません。

③ その他新株予約権等に関する重要な事項
該当事項はありません。

会社における地位 氏　　　　名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 会 長 木 村 恭 介 パラマウントベッド株式会社 代表取締役会長
ユ ア サ 商 事 株 式 会 社 　 社 外 取 締 役

代 表 取 締 役 社 長 木 村 友 彦 パラマウントベッド株式会社 代表取締役社長

常 務 取 締 役 佐 藤 　 泉 パ ラ マ ウ ン ト ベ ッ ド 株 式 会 社  常 務 取 締 役

取 締 役 八 田 俊 之 パラマウントベッド株式会社 取締役管理本部長

取 締 役 木 村 陽 祐 パラマウントベッド株式会社 取締役財務システム本部長

取 締 役
（常勤監査等委員） 大 内 健 司 パ ラ マ ウ ン ト ベ ッ ド 株 式 会 社  監 査 役

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 岡　　　ゆかり 弁 護 士

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 佐 藤 正 樹 公 認 会 計 士

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 後 藤 芳 一

一般財団法人機械振興協会　副会長　技術研究所長
株 式 会 社 ソ デ ィ ッ ク  社 外 取 締 役
一般社団法人日本生活支援工学会　代表理事

⑶ 会社役員の状況
① 取締役の状況（2023年３月31日現在）

（注）１．取締役（監査等委員）岡ゆかり氏、取締役（監査等委員）佐藤正樹氏及び取締役（監
査等委員）後藤芳一氏は、社外取締役であります。

２．常勤の監査等委員を選定している理由は、重要な社内会議への出席、各種情報収集や
内部統制部門との連携等により、監査等委員会の情報共有を強化し監査の実効性を高め
るためであります。

３．取締役（常勤監査等委員）大内健司氏は、長年にわたり財務部門の責任者を務めるな
ど、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。また、取締役（監査等委
員）佐藤正樹氏は、公認会計士であり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有して
おります。

４．取締役（監査等委員）岡ゆかり氏、取締役（監査等委員）佐藤正樹氏及び取締役（監
査等委員）後藤芳一氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引
所に届け出ております。

５．社外取締役（監査等委員）後藤芳一氏が兼職している一般財団法人機械振興協会及び
株式会社ソディックと当社の間には特別な関係はありません。また、当社子会社のパラ
マウントベッド株式会社は、同氏が兼職している一般社団法人日本生活支援工学会が共

－ 16 －



2023/05/29 18:43:03 / 22948035_パラマウントベッドホールディングス株式会社_招集通知_電子提供措置用

株式の状況、新株予約権等の状況、会社役員の状況

会社における地位 氏　　　　名 担　　　　当

執 行 役 員 相 子 龍 則 広 報 ・ Ｉ Ｒ 部 長

執 行 役 員 小 林 正 樹 －

氏　　　名 退　任　日 退任理由 退 任 時 の 地 位 ・ 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

北 原 義 春 2022年６月29日 任 期 満 了 取締役（常勤監査等委員）

佐 藤 正 樹 2023年３月31日 辞 任 社外取締役（監査等委員）
公 認 会 計 士

同開催する学術大会へ協賛金を提供しましたが、支払額は１百万円未満であり、後藤芳
一氏は社外取締役としての独立性を十分に有していると判断しております。

６．取締役（監査等委員）佐藤正樹氏は、2023年３月31日付で辞任により退任いたしま
した。

７．当社は執行役員制度を導入しております。なお、2023年３月31日現在の執行役員の
氏名及び担当業務は次のとおりであります。

② 当事業年度中に退任した取締役

③ 責任限定契約の内容の概要
　当社と社外取締役（監査等委員）岡ゆかり氏、社外取締役（監査等委
員）佐藤正樹氏及び社外取締役（監査等委員）後藤芳一氏は、会社法第
427条第１項及び当社定款に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責
任について、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度とする
責任限定契約を締結しております。

④ 会社の役員等賠償責任保険契約の内容の概要
　当社は会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を
保険会社との間で締結し、役員等の職務を起因とする争訟費用及び第三
者・会社に対する損害賠償金・和解金を被保険者が負担した際に、その損
害を一定の範囲で当該保険契約により填補することとしております。
　当該役員等賠償責任保険契約の被保険者は当社及び子会社の取締役、監
査役並びに執行役員であり、全ての被保険者について、その保険料を全額
当社が負担しております。
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⑤ 取締役の報酬等
イ. 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

　当社は、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針（以下、「決
定方針」という。）を定めており、その概要は次のとおりであります。
　取締役（監査等委員及び社外取締役を除く。）の報酬については、企
業価値の持続的な向上を図ることを目指し、役位に応じた報酬テーブル
に基づく基本報酬、各連結会計年度の売上高や利益額といった業績要素
を加味した賞与、及び企業価値の持続的な向上を図るインセンティブと
しての非金銭報酬により構成し、個々の取締役の報酬の決定に際して
は、経営に対する責任の範囲・大きさ等を踏まえて適切な水準とするこ
とを基本方針としております。
　また、監査等委員である取締役及び社外取締役の報酬については、そ
の役割と独立性の観点から基本報酬のみを支払うこととしております。
　非金銭報酬は、当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブ
を付与するとともに、株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目
的として、譲渡制限期間を当社の業務執行取締役その他当社取締役会の
定める地位のいずれの地位も喪失する日までとする譲渡制限付株式を用
いた株式報酬としております。
　決定方針の決定に際しては、事前に指名・報酬諮問委員会に諮問し、
その答申を受けた上で取締役会で決定するとともに、報酬にかかる株主
総会における意見陳述権行使のための検討プロセスを通じて、監査等委
員会において独立社外取締役の適切な関与・助言を得ることとしており
ます。

ロ. 取締役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
　取締役（監査等委員を除く。）の報酬限度額は、2016年６月29日開
催の第34回定時株主総会において、年額５億円以内（ただし、使用人
分給与は含まない。）と決議いただいております。当該定時株主総会終
結時点の取締役（監査等委員を除く。）の員数は７名（うち社外取締役
１名）です。
　取締役（監査等委員及び社外取締役を除く。）の非金銭報酬の限度額
は、2021年６月29日開催の第39回定時株主総会において、年額２億円
以内、かつ年100,000株以内と決議いただいております。当該定時株主
総会終結時点の取締役（監査等委員及び社外取締役を除く。）の員数は
５名です。
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区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数

（名）基本報酬 業績連動
報酬等

非金銭
報酬等

取締役（監査等委員を除く。）
（うち社外取締役）

246
（－）

198
（－）

－
（－）

47
（－）

５
（０）

取締役（監査等委員）
（うち社外取締役）

53
（32）

53
（32）

－
（－）

－
（－）

５
（３）

合　　計
（うち社外取締役）

299
（32）

252
（32）

－
（－）

47
（－）

10
（３）

　監査等委員である取締役の報酬限度額は、2016年６月29日開催の第
34回定時株主総会において、年額１億円以内と決議いただいておりま
す。当該定時株主総会終結時点の監査等委員である取締役は３名（うち
社外取締役２名）です。

ハ. 取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項
　取締役（監査等委員を除く。）の個人別の報酬額については、取締役
会決議に基づき代表取締役社長木村友彦がその具体的内容の決定につい
て委任を受けるものとします。
　その権限の内容及び裁量の範囲は、取締役会で決議した取締役（監査
等委員を除く。）の報酬等の算定方法に則り、取締役（監査等委員を除
く。）の報酬限度額の範囲内において決定しております。
　取締役（監査等委員を除く。）の個人別の報酬の決定については、全
体的な業績を俯瞰した上で各取締役の報酬等の評価を実施するという観
点から、取締役会で決議した算定方法の範囲内において、代表取締役社
長に委任しております。
　委任する権限が適切に行使されるようにするための措置として、算定
方法の決定にあたっては、事前に指名・報酬諮問委員会に諮問し、その
答申を受けた上で取締役会において決定するとともに、報酬にかかる株
主総会における意見陳述権行使のための検討プロセスを通じて、監査等
委員会において独立社外取締役の適切な関与・助言を得ることとしてお
り、当該手続を経て取締役の個人別の報酬額が決定されていることか
ら、取締役会はその内容が決定方針に沿うものであると判断しておりま
す。

ニ. 取締役の報酬等の総額

（注）１．取締役の報酬額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
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出席状況、発言状況及び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

社 外 取 締 役
（監査等委員）
岡 　 ゆ か り

当事業年度に開催された取締役会９回の全てに、また、監査等委員会11
回の全てに出席いたしました。
弁護士としての専門的見地から、当社のコンプライアンス経営や、コーポ
レート・ガバナンス体制の強化にその見識を活かしていただいておりま
す。また、取締役会において、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確
保するための発言を行っており、監査等委員会において、当社のコンプラ
イアンス体制等について適宜、必要な発言を行っております。

社 外 取 締 役
（監査等委員）
佐 藤 正 樹

当事業年度に開催された取締役会９回のうち１回、監査等委員会11回の
うち３回に出席いたしました。
公認会計士としての専門的見地から、長年にわたる会計監査経験に基づく
高い見識を、当社のコーポレート・ガバナンス体制の強化に活かしていた
だいております。また、取締役会において、取締役会の意思決定の妥当
性・適正性を確保するための発言を行っており、監査等委員会において、
当社の財務・会計等について適宜、必要な発言を行っております。
なお、取締役（監査等委員）佐藤正樹氏は、2023年３月31日付で辞任に
より退任いたしました。

２．上記の基本報酬の総額には、以下のものが含まれております。
当事業年度における役員賞与引当金繰入額15百万円（取締役（監査等委員を除く。）３
名（うち社外取締役０名）に対し15百万円）。

３．非金銭報酬等は、譲渡制限付株式報酬制度に基づく当事業年度における費用計上額を
記載しております。

４．取締役（監査等委員）の報酬等の額には、2022年６月29日開催の第40回定時株主総
会の終結の時をもって退任した取締役（監査等委員）１名及び2023年３月31日をもっ
て辞任により退任した取締役（監査等委員）１名の在任中の報酬等の額が含まれており
ます。

⑥ 社外役員に関する事項
イ. 他の法人等との重要な兼職の状況及び当社と当該法人等との関係

　重要な兼職先と当社との関係につきましては、「２．（3）①取締役
の状況」に記載のとおりであります。

ロ. 当事業年度における主な活動状況
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出席状況、発言状況及び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

社 外 取 締 役
（監査等委員）
後 藤 芳 一

当事業年度に開催された取締役会９回の全てに、また、監査等委員会11
回の全てに出席いたしました。
企業のものづくりを中心とした産業振興に関する経済行政分野における経
験と、産学連携や研究分野における豊富な経験や幅広い知見を、当社のコ
ーポレート・ガバナンス体制の強化に活かしていただいております。ま
た、取締役会において、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保する
ための発言を行っており、監査等委員会において、当社の事業リスク等に
ついて適宜、必要な発言を行っております。
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会計監査人の状況、剰余金の配当等の決定に関する方針

支　払　額
・当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 37百万円
・当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益

の合計額 61百万円

⑷ 会計監査人の状況
① 名称　　　　　　　　　　有限責任監査法人トーマツ

② 報酬等の額

(注) １．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品
取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分
できませんので、当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額にはこれらの
合計額を記載しております。

２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び
報酬見積りの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行った上
で、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

③ 非監査業務の内容
当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の

業務として、財務デューデリジェンス業務を委託し、対価を支払っており
ます。

④ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに

該当すると認められ、監査業務に重大な支障をきたすと判断したときは、
監査等委員全員の同意により会計監査人の解任を決定いたします。また、
当社の会計監査人であることにつき支障があると判断される場合には、監
査等委員会は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任の議案の
内容を決定いたします。

⑤ 当社の会計監査人以外の公認会計士又は監査法人の当社の子会社の計算
関係書類監査の状況
当社の子会社であるパラマウントベッド アジア パシフィック、ＰＴ．

パラマウントベッド インドネシア、八楽夢床業（中国）有限公司、パラ
マウントベッド ベトナム及びパラマウントベッド タイランドは、当社の
会計監査人以外の公認会計士又は監査法人から監査を受けております。

⑸ 剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社グループは、株主の皆様への利益還元を経営の重要な政策と位置づけ
ており、株式公開以来業績の向上に対応して１株当たりの配当金の増額に努
めるとともに、株式分割や記念配当など、積極的に実施してまいりました。
　配当金額については、将来の急激な事業環境の変化に備え財務体質を強固
にするため内部留保の充実は継続する一方、企業価値の持続的な向上を目指
し事業投資を強化するとともに、株主の皆様に成長を共に実感いただける配
当政策のもと、金額を決定しております。
　具体的には、2020年度から2023年度までの中期経営計画においては、純
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資産配当率2.7％及び配当性向30％を目安として、安定配当を目指してまい
ります。
　当連結会計年度の配当につきましては、安定的、継続的な利益還元の観点
から、期末配当は１株当たり31円とし、年間配当金については１株当たり
59円の配当を実施いたしました。これにより、純資産配当率2.7％、配当性
向37.3％（いずれも連結ベース）という結果になりました。
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連結貸借対照表

（2023年３月31日現在）
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資 　 産 　 の 　 部 ） （ 負 　 債 　 の 　 部 ）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受取手形及び売掛金
リース債権及びリース投資資産
有 価 証 券
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
未 収 還 付 法 人 税 等
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機械装置及び運搬具
土 地
リ ー ス 資 産
賃 貸 資 産
建 設 仮 勘 定
そ の 他

無 形 固 定 資 産
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

97,135
39,820
24,793
5,526

13,412
8,233
362

2,660
336

2,072
△83

75,158
43,579
9,553
1,371
8,846
1,223

20,731
579

1,273
4,344
4,344

27,234
18,244
3,894
5,925
△830　

流 動 負 債 26,300
支払手形及び買掛金 13,432
リ ー ス 債 務 1,542
未 払 法 人 税 等 2,410
賞 与 引 当 金 1,647
役 員 賞 与 引 当 金 28
そ の 他 7,239

固 定 負 債 17,296
リ ー ス 債 務 3,965
繰 延 税 金 負 債 5,709
退職給付に係る負債 7,005
そ の 他 615

負 債 合 計 43,596
（ 純  資  産  の  部 ）

株 主 資 本 125,705
資 本 金 4,207
資 本 剰 余 金 51,902
利 益 剰 余 金 76,338
自 己 株 式 △6,742

その他の包括利益累計額 2,990
その他有価証券評価差額金 889
為 替 換 算 調 整 勘 定 2,400
退職給付に係る調整累計額 △299

非 支 配 株 主 持 分 0
純 資 産 合 計 128,697

資 産 合 計 172,293 負 債 純 資 産 合 計 172,293

連 結 貸 借 対 照 表

（注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書

（2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで）

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 99,009
売 上 原 価 51,806

売 上 総 利 益 47,202
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 33,749

営 業 利 益 13,452
営 業 外 収 益

受 取 利 息 197
受 取 配 当 金 203
為 替 差 益 484
そ の 他 371 1,257

営 業 外 費 用
支 払 利 息 94
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 375
投 資 事 業 組 合 運 用 損 33
そ の 他 67 570
経 常 利 益 14,139

特 別 利 益
投 資 有 価 証 券 償 還 益 89
受 取 和 解 金 153 242

特 別 損 失
投 資 有 価 証 券 償 還 損 2
投 資 有 価 証 券 評 価 損 173
関 係 会 社 株 式 評 価 損 392 568

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 13,812
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 4,560
法 人 税 等 調 整 額 35 4,596
当 期 純 利 益 9,215
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 0
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 9,215

連 結 損 益 計 算 書

（注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで）

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本
合 計

2022年４月１日　残高 4,207 51,822 69,889 △7,017 118,901

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △3,315 △3,315
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 9,215 9,215

連 結 範 囲 の 変 動 464 464

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

自 己 株 式 の 処 分 79 276 355
その他の包括利益累計額
から利益剰余金への振替 85 85
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － 79 6,449 275 6,804

2023年３月31日　残高 4,207 51,902 76,338 △6,742 125,705

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非 支 配
株 主 持 分 純 資 産 合 計その他有価

証 券 評 価
差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に
係 る 調 整
累 計 額

そ の 他 の 包 括
利 益 累 計 額
合 計

2022年４月１日　残高 1,552 1,438 △218 2,773 0 121,675

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △3,315
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 9,215

連 結 範 囲 の 変 動 464

自 己 株 式 の 取 得 △0

自 己 株 式 の 処 分 355
その他の包括利益累計額
から利益剰余金への振替 85
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) △663 961 △81 217 0 217

連結会計年度中の変動額合計 △663 961 △81 217 0 7,022

2023年３月31日　残高 889 2,400 △299 2,990 0 128,697

連結株主資本等変動計算書

（注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2023年５月18日

パラマウントベッドホールディングス株式会社
取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ
　　　東　京　事　務　所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 山 本 道 之
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 古 川 真 之

　
監査意見
当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、パラマウントベッドホールディン

グス株式会社の2022年4月1日から2023年3月31日までの連結会計年度の連結計算書類、す
なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表につ
いて監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、パラマウントベッドホールディングス株式会社及び連結子会社から
なる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点にお
いて適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の
責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、
会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た
している。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断
している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記

載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報
告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら

ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類に係る会計監査報告

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過
程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との
間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の
記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した

場合には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作

成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開
示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を

監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又

は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書にお
いて独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又
は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思
決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表
示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の
判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもので
はないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案
するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われ
た会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

－ 28 －



2023/05/29 18:43:03 / 22948035_パラマウントベッドホールディングス株式会社_招集通知_電子提供措置用

連結計算書類に係る会計監査報告

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、
また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事
象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提
に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記
事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適
切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の
事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書
類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表
示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関す
る十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、
監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程
で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求めら
れているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規

定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び
阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告
を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。
以　上
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監査等委員会の監査報告

監　査　報　告　書
当監査等委員会は、2022年４月１日から2023年３月31日までの第41期

事業年度における取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法
及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１. 監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事

項に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体
制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運
用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を
表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
①監査等委員会が定めた監査等委員会監査等の基準に準拠し、監査の方
針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会
議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の
報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、
本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。
また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及
び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けまし
た。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している
かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監
査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」
（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管
理基準」（2021年11月16日企業会計審議会）等に従って整備してい
る旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細
書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い
たしました。

監査等委員会の監査報告
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監査等委員会の監査報告

２. 監査の結果
⑴ 事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況
を正しく示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違
反する重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認
めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及
び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ
ん。

⑵ 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。
⑶ 連結計算書類の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当で
あると認めます。

2023年５月19日

パラマウントベッドホールディングス株式会社　監査等委員会

常勤監査等委員 大 内 健 司 ㊞

監 査 等 委 員 岡　　　ゆかり ㊞

監 査 等 委 員 後 藤 芳 一 ㊞
(注)監査等委員岡ゆかり及び後藤芳一は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定
する社外取締役であります。

以　上

－ 31 －



2023/05/29 18:43:03 / 22948035_パラマウントベッドホールディングス株式会社_招集通知_電子提供措置用

取締役選任議案

候補者
番 号 氏 名 現 在 の 当 社 に お け る 地 位 ・ 担 当

１
き
木

 

　
むら
村  

きょう
 恭   

すけ
介 再任

　
代 表 取 締 役 会 長

２
き
木

 

　
むら
村

 

　
とも
友

 

　
ひこ
彦 再任

　
代 表 取 締 役 社 長

３
き
木

 

　
むら
村

 

　
よう
陽

 

　
すけ
祐 再任

　
取 締 役

４
はっ
八

 

　
た
田

 

　
とし
俊

 

　
ゆき
之 再任

　
取 締 役

５
こ
小  

ばやし
 林   

まさ
正

 

　
き
樹 新任

　
執 行 役 員

株主総会参考書類

議案及び参考事項
第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件

本総会終結の時をもって取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議
案において同じ。）５名全員の任期が満了となります。つきましては、取締役５
名の選任をお願いいたしたいと存じます。

なお、本議案について監査等委員会において検討がなされましたが、異議はな
い旨の意見を得ております。

取締役候補者は次のとおりであります。

－ 32 －
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取締役選任議案

候補者
番 号

氏 名
（ 生  年  月  日 ）

略 歴 、 地 位 及 び 担 当 並 び に
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社株式の数

１
再任

き
木

 

　
むら
村

 

　
きょう
恭

 

　
すけ
介

(1950年９月20日生)

　

    1979年    4 月 パラマウントベッド株式会社入社
    1979年    8 月 同社取締役
    1982年    10月 当社取締役
    1987年    9 月 パラマウントベッド株式会社常務取締役
    1991年    4 月 同社専務取締役
    1997年    4 月 同社代表取締役副社長
    2009年    4 月 同社代表取締役社長
    2011年    2 月 当社代表取締役社長
    2020年    4 月 当社代表取締役会長（現任）
    2020年    4 月 パラマウントベッド株式会社

代表取締役会長（現任）
    2021年    6 月 ユアサ商事株式会社社外取締役（現任）

1,812,987株

（重要な兼職の状況）
パラマウントベッド株式会社代表取締役会長
ユアサ商事株式会社社外取締役

取締役候補者とした理由
長年にわたり当社及び当社グループの取締役及び代表取締役を務め、経営を担ってお
ります。その豊富な経験と実績を踏まえ、引き続き取締役候補者といたしました。

２

再任

き
木

 

　
むら
村

 

　
とも
友

 

　
ひこ
彦

(1977年７月17日生)

　

    2008年    4 月 パラマウントベッド株式会社入社
    2010年    6 月 同社執行役員事業戦略本部副本部長
    2011年    4 月 同社執行役員国際事業本部長
    2011年    10月 当社執行役員
    2014年    6 月 当社上席執行役員
    2015年    6 月 パラマウントベッド株式会社取締役
    2016年    4 月 同社常務取締役
    2018年    6 月 当社常務取締役
    2019年    6 月 当社専務取締役
    2019年    6 月 パラマウントベッド株式会社

専務取締役
    2020年    4 月 当社代表取締役社長（現任）
    2020年    4 月 パラマウントベッド株式会社

代表取締役社長（現任）

1,762,865株

（重要な兼職の状況）
パラマウントベッド株式会社代表取締役社長

取締役候補者とした理由
主に事業戦略、国際事業部門等を担当し、2016年からパラマウントベッド㈱の常務
取締役、2018年からは当社の常務取締役、2019年からは専務取締役を務め、2020
年4月より代表取締役として経営を担っております。当社グループにおける豊富な経
験と実績を踏まえ、引き続き取締役候補者といたしました。

－ 33 －
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取締役選任議案

候補者
番 号

氏 名
（ 生  年  月  日 ）

略 歴 、 地 位 及 び 担 当 並 び に
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社株式の数

３

再任

き
木

 

　
むら
村

 

　
よう
陽

 

　
すけ
祐

(1980年10月10日生)

　

    2013年    4 月 パラマウントベッド株式会社入社
    2015年    6 月 同社執行役員

技術開発本部副本部長
    2017年    4 月 同社執行役員

技術開発本部長
    2017年    6 月 同社取締役

技術開発本部長
    2018年    4 月 同社取締役

財務システム本部長(現任）
    2019年    6 月 当社執行役員

財務部長 兼 システム部長
    2020年    6 月 当社取締役

財務部長 兼 システム部長
    2022年    7 月 当社取締役（現任）

747,123株

（重要な兼職の状況）
パラマウントベッド株式会社取締役
財務システム本部長

取締役候補者とした理由
主に技術開発部門、財務システム部門を担当し、2015年からパラマウントベッド㈱
の執行役員、2017年から取締役、2019年から当社の執行役員、2020年からは取締
役を務めるなど、当社グループにおける経験と実績を踏まえ、引き続き取締役候補者
といたしました。
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取締役選任議案

候補者
番 号

氏 名
（ 生  年  月  日 ）

略 歴 、 地 位 及 び 担 当 並 び に
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社株式の数

４
再任

はっ
八

 

　
た
田

 

　
 

　
とし
俊

 

　
ゆき
之

(1961年12月21日生)

　

    1984年    4 月 パラマウントベッド株式会社入社
    2011年    6 月 同社執行役員

人事部長 兼 広報・IR部長
    2011年    10月 当社執行役員

人事部長 兼 広報・IR部長
    2018年    6 月 当社執行役員

総務部長 兼 人事部長
    2018年    6 月 パラマウントベッド株式会社

執行役員管理本部長
    2019年    6 月 当社取締役

総務部長 兼 人事部長
    2019年    6 月 パラマウントベッド株式会社

取締役管理本部長（現任）
    2020年    7 月 当社取締役総務部長
    2022年    7 月 当社取締役（現任）

9,351株

（重要な兼職の状況）
パラマウントベッド株式会社取締役管理本部長

取締役候補者とした理由
主に人事、広報・IR部門等を担当し、2011年から当社並びにパラマウントベッド㈱
の執行役員、2019年からは取締役を務めるなど、当社グループにおける豊富な経験
と実績を踏まえ、引き続き取締役候補者といたしました。

５

新任

こ

小
 

　
ばやし

林
 

　
ま さ

正
 

　
き

樹
(1972年８月４日生)

　

    1995年    4 月 パラマウントベッド株式会社入社
    2012年    12月 パラマウントベッドタイランド社長
    2017年    4 月 八楽夢床業（中国）有限公司董事

2018年１月 八楽夢床業（中国）有限公司
                      上海分公司　販売総経理
    2021年    6 月 パラマウントベッド株式会社執行役員

経営企画本部副本部長
    2022年    6 月 当社執行役員（現任）
    2022年    6 月 パラマウントベッド株式会社取締役

経営企画本部長（現任）

1,096株

（重要な兼職の状況）
パラマウントベッド株式会社取締役
経営企画本部長

取締役候補者とした理由
主に営業部門、国際事業部門、企画部門を担当し、2012年から海外子会社の社長
等、2021年からパラマウントベッド㈱の執行役員、2022年から当社の執行役員及び
パラマウントベッド㈱取締役を務めるなど、当社グループにおける豊富な経験と実績
を踏まえ、取締役候補者といたしました。

－ 35 －
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取締役選任議案

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．当社は会社法第430条の３第１項の規定に基づく役員等賠償責任保険契約を保険会社

との間で締結し、役員等の職務を起因とする争訟費用及び第三者・会社に対する損害賠
償金・和解金を被保険者が負担した際に、その損害を一定の範囲で当該保険契約により
填補することとしております。
　当該役員等賠償責任保険契約の被保険者は当社及び子会社の取締役、監査役並びに執
行役員であり、全ての被保険者について、その保険料を全額当社が負担しております
が、各候補者の選任が承認された場合、引き続き当該保険契約の被保険者に含められる
こととなります。なお、当社は、当該保険契約を任期途中に同様の内容で更新すること
を予定しております。

－ 36 －
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監査等委員である取締役選任議案

氏 名 現 在 の 当 社 に お け る 地 位 ・ 担 当

たか
髙

 

　
はし
橋

 

　
かず
一

 

　
お
夫 新任

　
－

第２号議案 監査等委員である取締役１名選任の件
2023年３月31日をもって、監査等委員である取締役佐藤正樹氏は辞任により

退任いたしました。つきましては、同氏の補欠として監査等委員である取締役１
名の選任をお願いいたしたいと存じます。このたび選任される監査等委員である
取締役の任期は、当社定款の定めにより、退任された佐藤正樹氏の監査等委員で
ある取締役としての任期の満了すべき時までとなります。

なお、本議案につきましては、監査等委員会の同意を得ております。

監査等委員である取締役候補者は次のとおりであります。

－ 37 －
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監査等委員である取締役選任議案

氏 名
（ 生  年  月  日 ）

略 歴 、 地 位 及 び 担 当 並 び に
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社株式の数

新任

たか
髙　

はし
橋　

かず
一　

お
夫

(1960年１月8日生)

　

    1982年    4 月 大和証券株式会社入社
    2007年    4 月 大和証券エスエムビーシー株式

会社（現　大和証券株式会社）執
行役員

    2010年    4 月 大和証券キャピタル・マーケッ
ツ株式会社（現　大和証券株式会
社）常務執行役員

    2012年    4 月 大和証券株式会社常務取締役
    2013年    4 月 同社専務取締役
    2017年    4 月 株式会社大和証券グループ本社

執行役副社長
大和証券株式会社代表取締役副
社長

    2017年    6 月 株式会社大和証券グループ本社
取締役　兼　執行役副社長

    2020年    6 月 同社執行役副社長
    2022年    4 月 大和証券株式会社顧問
    2023年    3 月 同社顧問退任

－株

監査等委員である社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
金融機関での法人部門における豊富な経験に加え、経営者としての豊富な経験と高い
見識を有しておられることから、当社の経営に活かしていただくとともに、当社のコ
ーポレート・ガバナンス体制の更なる強化を図るため、監査等委員である社外取締役
候補者といたしました。

（注）１．髙橋一夫氏と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．髙橋一夫氏は、社外取締役候補者であります。
３．当社は、髙橋一夫氏の選任が承認された場合は、会社法第427条第１項及び当社定款

に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任について、会社法第425条第１項に定
める最低責任限度額を限度とする責任限定契約を締結する予定であります。

４．当社は会社法第430条の３第１項の規定に基づく役員等賠償責任保険契約を保険会社
との間で締結し、役員等の職務を起因とする争訟費用及び第三者・会社に対する損害賠
償金・和解金を被保険者が負担した際に、その損害を一定の範囲で当該保険契約により
填補することとしております。
　当該役員等賠償責任保険契約の被保険者は当社及び子会社の取締役、監査役並びに執
行役員であり、全ての被保険者について、その保険料を全額当社が負担しております
が、髙橋一夫氏の選任が承認された場合、取締役に就任した時点で、当該保険契約の被
保険者に含められることとなります。なお、当社は、当該保険契約を任期途中に同様の
内容で更新することを予定しております。

５．髙橋一夫氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の候補者であります。

－ 38 －
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監査等委員である取締役選任議案

氏名 会社における
地位

企業経営・
経営戦略 財務・会計 生産・

技術・品質
法務・

コンプライアンス
人事・労務・

人材開発 グローバル

木村　恭介 代表取締役会長 ● ● ●

木村　友彦 代表取締役社長 ● ● ●

木村　陽祐 取締役 ● ●

八田　俊之 取締役 ● ●

小林　正樹 取締役 ● ●

大内　健司 取締役
(常勤監査等委員) ● ●

岡　ゆかり 社外取締役
(監査等委員) ●

後藤　芳一 社外取締役
(監査等委員) ●

髙橋　一夫 社外取締役
(監査等委員) ●

【ご参考】 第１号議案、第２号議案が承認された場合の役員体制及びスキルマ
トリックス

　第１号議案、第２号議案が承認可決された場合の取締役会及び監査等委員会の
構成並びに各取締役の専門性は下記のとおりです。
　なお、各取締役及び取締役候補者のこれまでの経験をもとに、特に期待する専
門的な知見を有する分野について●印をつけており、有する全ての知見や経験を
表すものではありません。

以　上

－ 39 －
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地図

※株主総会にご出席の株主様へのお土産はご用意しておりません。
何卒ご理解くださいますようお願い申しあげます。

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

株主総会会場ご案内図

至秋葉原
ＪＲ総武線 至千葉

京葉道路 小松川橋

大島８丁目
交差点

新大橋通り 船堀橋
至新宿 至本八幡

東大島駅
都営地下鉄新宿線 大島口 小松川口

バス停
第五大島小学校前

大島
小松川公園
わんさか
広場

小名木川

パラマウントベッド
ホールディングス
株式会社本店

旧 

中
川

荒
川

亀戸駅

ジョナサン
ファミリーマート

交通機関のご案内
■ 地下鉄／都営地下鉄新宿線東大島駅より徒歩約８分

（大島口改札をご利用ください。）
■ ＪＲ／総武線亀戸駅北口ロータリーよりバス（３番のりば亀24系統葛西橋行
き）にて第五大島小学校前下車徒歩約４分（草24系統東大島駅前行きは東大島駅
止まりですので、同駅下車徒歩約８分）

※ 駐車場が手狭のため、お車でのご来場はご遠慮くださいますようお願い申しあげ
ます。

〒136-8671 東京都江東区東砂２丁目14番５号
当社本店２号館４階
電　話（03）3648-1100


